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Ⅰ 自動車公害防止措置について 

 

１ 条例の趣旨 

神戸市では、自動車の運行に伴って生ずる自動車公害、ひいては地球温暖化を防止するための必要

な措置を講ずることで人の健康を保持し、良好な生活環境を確保するために、「神戸市民の健康の保持

及び良好な生活環境の確保のための自動車の運行等に関する条例」（平成 14年 4月 15日公布、以

下「自動車環境条例」という。）を定めており、一定の建築物を建築しようとする建築主の義務や届出に

ついて規定しています。 

 

２ 条例の概要 

自動車公害防止措置に関する事項は、自動車環境条例の第 11条から第 14条他に定められており、

その概要は、 

◆ 『自動車騒音の著しい幹線道路の沿道区域を「沿道保全区域」に指定し、その区域内に「住宅」を

建築しようとする建築主は、自動車公害を防止するための措置を講じなければならない』 

◆ 『上記のうち、「一定の条件を満たす住宅」を建築しようとする建築主は、着工前にその防止措置を

市長に届けなければならない』 

となっています。 

 

３ 規制対象 

（１） 規制対象区域について 

規制の対象となる区域は「沿道保全区域」として指定されています。 

「沿道保全区域」は、平成 14年 8月 1日の告示図面で表示されており、おおむね次のとおりです。 

対 象 道 路 路面端からの一定距離内の区域 

国 道 2 号 

国道 4 3 号 
20m 

阪神高速道路 

第 2神明道路 
50m 

※ 平面道路と高架道路が重複する場合、高架道路の道路境界は平面道路の道路境界とします。 

※ 告示図面は、建築住宅局建築指導部建築安全課で縦覧しています。 

 

（２） 規制対象建築物について 

規制の対象となる建築物は「沿道保全区域」に建築される、「その全部または一部が住居の用に供され

る建築物」（以下「住宅等」という。）です。 

すなわち、区域内で建築される、住宅の用途が含まれる全ての建築物が対象となります。 
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４ 規制内容 

「沿道保全区域」内に建築される「住宅等」の建築主は、自動車公害防止措置を事前に講じなければ

なりません。その内容は次表のとおりです。 

 

防 止 措 置 の 項 目 防止措置の内容 

一
般
的
事
項 

建 築 物 の 敷 地 遮音上の効果を考慮し、樹木・塀等を設けるよう努める 

建 築 物 の 配 置 遮音上の効果を考慮して適切に行う 

建築物の間取り 
居室の用途、採光等及び遮音を考慮し、居室の配置及び開口部の

位置を適切に定める 

建 築 物 の 居 室 遮音を考慮した換気上有効な措置 

技
術
的
事
項 

外 壁 等 の 構 造 主要構造部の種類により定める措置、又は遮音量の確保 

 

５ 自動車公害防止に関する技術的事項 

自動車公害防止措置のうち、外壁等の構造に関する技術的事項は、主要構造部がコンクリート系の

建築物と木造系の建築物を区別して次のとおり定めています。 

 

（１） コンクリート系建築物の措置 

① 遮音量の確保 

主要構造部が鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造（軽量鉄骨造を除く）の建築

物の外壁、屋根及び開口部は、次表のとおり遮音等級の区域ごとに遮音量（外壁面ごとに算出）を確

保することが必要です。 

沿道保全区域 
確 保 す べ き 

遮 音 量 

（dB＝デシベル） 

（50 0 ヘルツ） 

道路の種類 

 

遮音等級 

の区分 

国道２号 国道 43号 
阪神高速 

道 路 

第 2 神 明 

道 路 

遮
音
等
級 

1級の区域 ～10m ― ― ～10(20)m 30dB以上 

2級の区域 10～20m ～20m ～50m 10(20)～50m 25dB以上 

※ 表中の距離については、道路境界からの距離とする。 

※ 第２神明道路の（ ）内は高架道路の場合に適用する。 

※ 平面道路と高架道路が重複する場合、高架道路の道路境界は、平面道路の道路境界とする。 
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② 基準の適用 

基準は各住戸の方位ごとの外壁に適用し、外壁が区域をまたがる場合は、次のとおり適用します。 

i) 遮音等級 1級と同 2級又は沿道保全区域外にまたがる場合：1級を適用 

ii) 遮音等級 2級と沿道保全区域外にまたがる場合：2級を適用 

 

③ 遮音量とは 

遮音量は、外壁面（屋根を含む）の外部騒音に対する遮音性能の程度を表わす数値で、周波数が

500ヘルツ（原則として 1/3 オクターブ帯域）の音について、次の式により算出します。 

 

𝑇𝐿 = 10 log
∑𝑆𝑖

∑𝑆𝑖𝑇𝑖
 

𝑇𝐿 遮音量（単位：dB） 

𝑆𝑖  外壁面を構成する n個の区画部分ごとの面積（単位：m2） 

𝑇𝑖  外壁面を構成する n個の区画部分ごとの透過率であって次の式で算出される値 

𝑇𝑖 = 10−
𝑇𝐿𝑖
10  

𝑇𝐿𝑖 外壁面を構成する n個の区画部分ごとの透過損失（単位：dB） 

 

（２） 木造系建築物の措置 

主要構造部が木造及び軽量鉄骨造の建築物については、１住戸を単位として、次表のとおり各項目

に対する措置が必要です。 

外壁 鉄網モルタル塗又はこれと同等以上の遮音性能を有する構造とすること。 

窓 
遮音性能の高いサッシを使用し、その取付部にすき間が生じない構造とする

こと。 

出入口のとびら等 気密型で遮音性能の高いものを使用すること。 

天井 
石こうボード等により遮音層を設け、外壁との接合部にすき間が生じない構

造とすること。 

居室の床 下地材に厚手の合板等を使用し、すき間が生じない構造とすること。 

 

６ 届出による規制 

（１） 特定建築主 

規制の対象となる住宅等を建築しようとする建築主のうち、『主要構造部が鉄筋コンクリート造、鉄骨

鉄筋コンクリート造又は鉄骨造である建築物であって、長屋又は共同住宅であるものの建築主』のことを

「特定建築主」といいます。 

 

（２） 届出の義務 

「特定建築主」は当該建築物に関する工事を施工する日の 30日前までに、自動車公害を防止するた

めの措置の内容を市長に届出なければなりません。当該届出に係る事項の変更をしようとするときも、当

該変更をする前にその内容を市長に届出なければなりません。 
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（３） 防止措置に関する指導・勧告 

市長は自動車公害防止措置や届出の義務の規定に違反した建築主に対して必要な指導や勧告を

行うことができます。 

 

７ 届出の手続き 

特定建築主による自動車公害を防止するための措置の届出は、様式第 1 号による「建築物に係る自

動車公害防止措置事前届」を正副２通、次表に定める図書を添付のうえ提出して行います。 

届出の内容を変更する場合は、当該変更をする前に、同様の手続きが必要となります。 

  【提出先】 建築住宅局建築指導部建築安全課 

 

（１） 事前届出の添付図書 

図書の種類 明示すべき事項等 

① 遮音計画書 

（様式第 2号） 

※十分に遮音量を確保できると認められる場合（全ての開口部が規定された透過

損失以上の性能を有している場合等）は添付を省略できます。 

② 付近見取図 
沿道保全区域の範囲、当該建築物との位置関係 

③ 配置図 

④ 各階平面図 

評価が必要な外壁の寸法並びに開口部の位置及び大きさ 

※いずれかの図面で明示があれば、その他の図書の添付は省略できます 

⑤ 立面図 

⑥ 断面詳細図 

⑦ 展開図 

⑧ 試験成績書等 
外壁及び開口部の透過損失を示す根拠となるもの 

※遮音等級（T-1、T-2等）を基にした透過損失を使用する場合は省略できます 

⑨ その他市長が必要があると認めるもの 

⑩ 委任状 ※代理者による届出の場合は、委任状を添付します。 

 

（２） 変更届出の添付図書 

① 変更内容リスト 変更項目を箇条書きで記入したもの 

② 変更後の図面 
変更箇所が分かるよう図示したもの 

変更前の図面は不要です 

③ 委任状 代理者による届出の場合は、委任状を添付します。 
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（３） 届出の様式及び記載例 
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Ⅱ 遮音量の算出方法及び計算例 

 

１ 遮音量の算出方法 

① エネルギーの収支 

外 壁体 内  

   𝐼＝𝑅 + 𝐴 + 𝑃⋯⋯(1 − 1) 

（Ｉ）    

   

 （Ｒ） 

（Ａ）    （Ｐ） 

    

    

    

反射 吸収 透過  

 

ある壁体に強さＩの音波が入射するときについて考えてみると、エネルギー量の収支については、外側か

ら入り込もうとする音のエネルギー量を（Ｉ）とすれば、その一部は壁体で反射され（Ｒ）、吸収され

（Ａ）、その残りが壁体を透過します（Ｐ）。 

したがって、外側の騒音のエネルギー量（Ｉ）は、反射されるエネルギー（Ｒ）と吸収されるエネルギー

（Ａ）と透過するエネルギー（Ｐ）の和となります。（1－1）式。 

 

② 透過率 

一つの遮音層において、その一面に入射する音のエネルギーに対して、透過する音のエネルギーの比率

を透過率といいますが、前記①のエネルギーの収支から透過率をＴとすれば、次の式で表されます。 

 

𝑇 =
𝑃

𝐼
⋯⋯(2 − 1) 

 

例えば、T=0.001 の壁パネルは、入射音のエネルギーの 1/1000 を透過します。したがって、音のレベル

の定義により、入射音よりも音圧レベルで 30dB小さい透過音を生ずることになります。 

また、T=0.01 のパネル 1.0m2から透過する音のエネルギーは、T=0.001 のパネルの 10.0 m2から透過

する音のエネルギーに等しくなります。 
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③ 透過損失 

一つの遮音量において、その一面に入射する音の音圧レベルがどれだけ低下するかの dB値を透過損失

といい、記号として TL（Transmission Loss）を用います。 

TLの定義は、透過率Ｔを用いて次の式で表されます。 

 

𝑇𝐿 = 10 log10
1

𝑇
 

 

また、この式から逆に透過率Ｔは、次の式で求められます。 

 

𝑇 = 10−
𝑇𝐿
10⋯⋯(3 − 1) 

 

したがって、一つの材料において、透過損失がわかれば透過率を求めることができます。 

 

④ 遮音量 

遮音量とは、前述の透過損失を、外壁を構成する材料ごとに総合的に考えたものであり、各材料の持

つ透過率にそれぞれの面積を乗じて合計したものが、その外壁の持つ透過率ということになります。 

したがって、外壁が種々の材料からなっているとき、遮音量は、次の式によって求めることができます。 

 

𝑇𝐿 = 10 log10
∑𝑆𝑖

∑𝑆𝑖𝑇𝑖
⋯⋯(4 − 1) 

 

２ 計算例 

 

  換気口φ100 

 

    1.0ｍ    

            
            

1
.0
ｍ

    

窓 

2
.0
ｍ

 

  

出入口 

  

3
.0
ｍ

 

              2.0ｍ 壁      

           

                10.0ｍ       

【図-1】 

 

計算例の【図-1】は、一つの例として、幅 10.0ｍ高さ 3.0ｍの壁に、幅 2.0ｍ高さ 1.0ｍの窓と幅 1.0

ｍ高さ 2.0ｍのドアがある壁体の遮音量を計算しようとするものです。 

 

この例から次の【表-１】を作成することができます。 
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【表-1】 

 
面積 Si 

(m2) 

透過損失

TLi (dB) 

透過率

Ti 
𝐒𝐢 × 𝐓𝐢 遮音量 

壁 

(コンクリート) 
25.99215 49  10−4.9 

 25.99215 ×
10−4.9 

10 log10
30.0

0.016501777
= 32.60𝑑𝐵 

窓 

(アルミサッシ) 
2.0 30  10−3.0  2.0 × 10−3.0 

出入口 

(スチールドア) 
2.0 25  10−2.5 2.0×10 

換気口 0.00785 0 1 0.00785×1 

計 30.0   0.016501777 

 

面積（Si）は、それぞれの構成別による区画部分の面積を示します。 

次に、透過損失（TLi）として各区画部分がそれぞれ透過損失 49dB、20dB、30dB の性能を有して

いることを示しています。 

透過率（Ti）は、TLi から前述の（3-1）式によって算出した値となります。 

SiTi は、その材料の面積と透過率とを掛けたものであり、これらの合計がこの壁体の持つ透過率というこ

とになります。したがって、以上のことを前述の（4-1）式にあてはめて計算してみると、以下のとおりになりま

す。 

 

分母 壁  25.99215m2 × 10−4.9＝0.000327222 

 窓  2.0m2 × 10−3.0＝0.002 

 出入口  2.0m2 × 10−2.5＝0.006324555 

 換気口  0.00785m2 ×１＝0.00785 

 合計 0.016501777 

   

分子 壁 ＝25.99215m2 

 窓 ＝2.0 m2 

 出入口 ＝2.0 m2 

 換気口 ＝0.00785 m2 

 合計 30.0 m2 

 

ゆえに、遮音量（TL）は、32.60dB となります。 
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３ 留意事項 

【一般的な留意事項】 

 住戸の下階がピロティ等又は住戸の壁がエレベーター、廊下、階段等に接している場合、直接

外気に接している部分のみ遮音の検討を行います。 

 外壁面積を計算する場合の寸法は、高さ方向は階高、平面方向は壁芯で採ります。 

 平面、開口部等の形状が同じであれば、最も階高の低いものについて行って構いません。 

 浴室の換気口等居室への影響が小さい開口部は、透過損失を外壁と同じとみなして構いませ

ん。 

 柱型、梁型は、外壁と同じ厚さとして計算を行います。 

 換気口は、特に遮音性能を有するもの以外は透過損失０として計算を行います。 

 クーラースリーブに機器を据え付ける、又はグラスウールで内部充填する等の遮音措置を行う場

合は、透過損失を外壁と同じとみなして構いません。 

 建具の透過損失の根拠資料は、形状(開閉形式等)、大きさ(見付面積)、使用ガラス等に見

合った試験成績書又はカタログ等を添付します。同じ大きさの試験成績書がない場合は、設計

サイズよりも大きい直近のサイズの試験成績書を添付します。 

 サッシ・ドアセットの遮音性能規格を定めた JISA4706 又は JISA4702 による遮音等級を基に

した透過損失を採用する場合は、その規格上の透過損失値から 3dB を減じた値とします。 

 

遮音等級 規格値（dB） 計算値（dB） 

T-1 25 22 

T-2 30 27 

T-3 35 32 

T-4 40 37 

 

【数値における留意事項】 

 透過損失値は、500Hz（原則として 1/3 オクターブ帯域）の値としてください。 

 円周率πは 3.14 とすることができます。 

 Si値、Ti値、及び SiTi値は、小数点第 6位を切り上げて、第 5位までとすることができます。 
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Ⅲ 参考資料 

 

１ 遮音計画書の記載例 

下記の参考事例における、遮音計画書は別紙のとおり。 

 
 

居室への影響が少ない
ので、これらの換気口は
計上していません 
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２ 透過損失に関するデータ表 

 

コンクリート系外壁の遮音性能【500Hz】 

名称 TL(dB) 

ALC版(100)両面プラスター塗り(3) RC系外壁 30 

ALC版(75)両面ＳＭプラスター塗り(3) 30 

ALC版(75)両面ＳＭプラスター塗り(6) 31 

ALC版(75)両面プラスター塗り(3)と FB(9) 31 

ALC版(75)両面プラスター塗り(3)と片面 GW(20)と FB(9) 44 

ALC版(75)両面プラスター塗り(3)と両面 GW(20)と FB(9) 56 

軽量コンクリートブロック(100) 28 

軽量コンクリートブロック(100)・両面油性ペイント塗り 40 

軽量コンクリートブロック(100)・両面プラスター塗り(15) 42 

重量コンクリートブロック(150)・両面モルタル塗り(20) 45 

コンクリートブロック(150)・両面モルタル塗り 45 

芯材気泡コンクリート(78)・両面 FB(6) 30.5 

芯材気泡コンクリート(80)・両面 FB(3) 33 

芯材気泡コンクリート(78)・両面 FB(12) 37 

波形スレート積層材にコンクリート充填 33 

鉄筋コンクリート(100) 47 

鉄筋コンクリート(120) 48 

鉄筋コンクリート(150) 49 

鉄筋コンクリート(200) 51 

FB＝フレキシブルボード、GW＝グラスウール、（ ）内数値は厚さ。 

上記の表は、各種主要部材について、以下の図書から集成したもの。 

・ 「騒音対策ハンドブック」技報堂 

・ 「騒音防止設計 1、2」日本建築学会設計計画パンフレット 

・ 「建築資料集成 2」丸善 

・ 「音響技術 1976 Vol14、1976 Vol15、1975 Vol14」日本音響材料協会 

・ 工場建築物の遮音に関する研究報告書 

・ 建築基準法の遮音条項に関する解説書 

 

この表に記載していない部材等を使用するときは、透過損失のデータ（試験成績書、カタログ等）を添

付してください。 


